伊予市職労・小笠原文子さん、両手指変形性関節症（指曲がり症）の
公務外認定処分取消請求訴訟にかかる松山地裁での勝利判決声明

伊予市学校給食調理員の小笠原文子さんは、1985年4月から学校給食調理員として、子どもたちの「食育を推進し、食の安全を守る」給食の仕事に携わってきました。そのなかで手指の関節が痛み出し、周期的な痛みとともに指が曲がり、「両手指変形性関節症（以下「指曲がり症」という）」と診断され、それ以来、激しい痛みに悩まされました。2003年6月25日に公務災害認定の請求をしましたが、認められず2006年9月20日に松山地方裁判所に提訴しました。

提訴以来、2年にわたり、11回の公判を重ねてきましたが、2008年10月21日、松山地方裁判所（民事第二部）は、指曲がり症の発症が公務に起因するものと認め、「2005年2月9日に地方公務員災害補償基金愛媛県支部（以下「基金支部」という）がおこなった公務外認定処分を取り消す」という全面勝利裁判が言い渡されました。

この判決は、これまで基金支部が公務災害認定基準としてきた、中央労働災害防止協会（以下「中災防」という）が示している「総調理食数2001食以上でかつ経験年数11年以上が目安」基準を下回っているにもかかわらず、小笠原さんの同僚や元同僚も指曲がり症を発症していることや、その重労働の実態をとらえ、中災防基準を絶対視するのは相当でないとし、指曲がり症が学校給食調理業務に起因することを明確に示した画期的な判決です。

この勝利は原告、弁護団の努力とともに、医師、研究者の皆さまなど、多くの方のご支援、ご協力があって勝ち取られたものです。この勝利をともに喜び合うと同時に感謝を申し上げます。しかし、判決から2週間、控訴できる期間があり、今後、基金支部が控訴することも充分に考えられます。この期間に基金支部への控訴断念の要請活動を徹底して行い、判決を確定させていく取り組みをすすめることが緊急の課題であり、引き続いてのご支援・ご協力をお願いするものです。また基金支部には、明らかに時間と費用を費やす無意味な控訴を断念するよう強く求めるものです。

今回の判決は、今後の働く者のいのちと健康を守る取り組みに極めて大きな影響を与えるものです。職場で長時間過密労働が蔓延するなど、働き方が社会的問題となるなかで、こういった公務災害が起こりうる職場環境を放置しておくことは“犯罪”という観点から、再発防止はもちろんのこと、職場環境の改善、職場人員増などを強く求めて08秋季年末闘争を奮闘すること表明するものです。
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